

公募型プロポーザル方式による提案書募集に関する公表
　西東京市が行う市民税・都民税申告書及び確定申告書の受付・相談会場業務に係る労働者派遣業務について、派遣元事業者の業務遂行能力等を総合的に審査し、最も適格な派遣元事業者を選定するものです。

１　業務概要

　(1) 件　　名　市民税・都民税申告書等受付会場に係る労働者派遣業務
　(2) 業務内容　「Ⅰ業務仕様・要求水準等説明書（５ページ参照）」のとおり
　(3) 就業場所　西東京市役所田無庁舎、防災・保谷保健福祉総合センター及び
市内公共施設
(4) 派遣期間　令和８年１月28日（水）から令和８年３月16日（月）まで
　
２　提案者に要求される資格要件
　　公表日において、次に掲げる条件をすべて満たす者

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第1項（同令第167条の11第1項において準用する場合も含む。）の規定に該当する者でないこと。

(2) 西東京市における東京自治体共同運営電子調達サービスによる物品買入れ等競争入札参加資格を有していること。

(3) 西東京市指名停止基準による指名停止を受けていないこと。
(4) 西東京市契約における暴力団排除措置要綱別表に掲げる措置要件に該当しないこと。

(5) 経営不振の状態でないこと。

　(6) 直近２年間において、業務改善命令を受けていないこと。

(7) 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和60年法律第88号）に規定する一般労働者派遣事業の許可を受けている者又は特定労働者派遣事業の届出書を提出し受理されている者であること。
(8) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第47条第1項に規定する認定を受けている者又は一般財団法人日本情報経済社会推進協会が実施するプライバシーマークを付与されている者であること。

３　手続等

　(1) 担当課　西東京市市民部市民税課
(2) 主なスケジュール

	10月３日（金）
	企画提案参加事業者募集開始

	10月３日（金）から
10月９日（木）17時まで
	質問受付

	10月10日（金）
	質問回答（HPにて）

	10月22日（水）17時まで【必着】
	企画提案書と企画提案参加申込書の提出期限

	10月23日（木）頃
	選定委員会にて３者程度を選定

	10月24日（金）頃
	選定結果を通知します。

	11月10日(月）予定
	審査委員会 (プレゼンテーション、ヒアリング)

	11月17日(月）予定
	企画提案書採択決定・公表

	11月中旬予定
	契約手続

	令和８年１月28日（水）
	派遣業務開始


　(3) 説明書の交付期間、場所及び方法

　　①　交付期間　令和７年10月３日（金）から令和７年10月22日（水）17時まで
　　②　交付場所　前項３－(1)に同じ
　　③　交付方法　西東京市ホームページに掲載するとともに、希望者に直接交付します。
　(4) 企画提案参加申込書の提出期間、提出場所及び方法

　　①　提出期間　令和７年10月３日（金）から
令和７年10月22日（水）17時まで【必着】
　　②　提出場所　西東京市役所　市民部市民税課（田無庁舎４階）
③　提出書類　「企画提案参加申込書」（様式１）

　　④　提出方法　事前に電話連絡のうえ、以下の書類とともに持参すること。

ア）会社概要（企業規模、近隣営業所の有無、派遣登録者数及び過去３年間の官公庁業務実績等がわかるものを添付してください。）
　　　イ）財務諸表（直前決算の貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書）
ウ）国の全省庁統一資格における「役務の提供等」の等級格付けがあり、営業品目として「その他」を保持し、関東・甲信越地域の競争資格を有している場合は、全省庁統一資格審査結果通知書の写し
　(5) 質問・照会

　　①　提出書類　「質問書」（様式２）

　　②　受付期間　令和７年10月３日（金）から令和７年10月９日（木）17時まで
　　③　提出方法　郵送、ＦＡＸ又は電子メール

　　④　質問等への回答　受付期間後、翌日にホームページに掲載
４　企画提案者を選定するための事項

企画提案書と企画提案参加申込書により申込みのあった事業者のうちから３者程度を選定します。

(1) 企画提案者を選定するための評価項目

　　①　経営規模、履行保証力　資本金、売上高、従業員数、自己資本比率、流動比率　等

　　②　業務執行技術力　派遣登録者数、業務の実績　等
　　　※　東京電子自治体共同運営サービスの共同格付基準等を参考にします。

　(2) 企画提案者選定の通知
　　　企画提案者として選定された者に対しては、令和７年10月24日（金）頃を目途に通知するとともに、プレゼンテーションの依頼をします。

５　企画提案に関する事項
(1) 提案事業者

　　①　関係部局の担当職員等により構成する庁内選定委員会においてプレゼンテーションを行います。

②　開催日　令和７年11月10日（月）（予定）
※　実施場所、時間帯等については企画提案書の提出者に別途連絡します。

③　各提案者30分（プレゼン時間15分、ヒアリング時間15分）を予定しています。

　　④　プレゼンテーションは、既提出の企画提案書のみを用いることとし、パソコン、プロジェクター等は使用できません（ヒアリング時の追加資料は受理しません。）。

　　⑤　庁内選定委員会は、企画提案書を審査し、総合点が最も高かった提案者を契約先候補者に決定します。

　(2) 提案書を採用するための評価基準

　　　提案書について、以下の内容により審査を行います。
	
	評価基準項目
	審査内容

	１

【配点】

10点
	本業務に関する基本的な考え方
	本業務の特性や重要性を理解しているか
業務遂行のための十分な調査・検討を行っているか

等から付加価値の高いサービスが期待できるか

	2

【配点】

10点
	本業務運用の安定性と業務遂行の信頼性の有無
	官公庁の事業実績が十分であるか

他の類似事業実績が十分であるか

等から業務運用の安定性及び信頼性があるか

	3

【配点】

20点
	派遣労働者の事前研修及び能力確保の評価
	各業務に適した人員を確保できるか

マニュアル作成準備・研修体制は十分であるか

　等から円滑な業務運用が可能であるか

	4

【配点】

20点
	人員の十分な供給体制の評価
	登録人数は十分であるか

柔軟な供給体制であるか

市内の登録者は確保できるか（参考）

　等から不測の事態への対応が可能であるか

	5

【配点】

10点
	個人情報に関する情報管理の評価
	関係する認証を（複数）取得しているか

その他独自の取組があるか

　等から厳格な個人情報管理が行えるか

	6

【配点】

10点
	本事業遂行を正確・迅速に執行できる独自の企画案の評価
	具体的かつ実現性の高い企画案であるか

企画案により効率化が図れるか

　
等から円滑な業務運用が期待できるか

	7

【配点】

20点
	見積評価点
	提案のあった内容で業務遂行する上で、適切な人員を確保するための費用を見込んでいるか

　等から見積額が妥当なものであるか


(3) 選定結果の連絡と公表

審査委員会の終了後、各提案者には選定結果を連絡します。なお、選定結果の詳細については市ホームページにて公表するものとし、個別での対応はいたしません。
６　契約手続
(1) 市は、契約先候補者と業務履行に必要な具体的な協議を行い、協議が調った場合は、契約先候補者から改めて見積書を徴収し、見積書の内容を精査の上、随意契約による労働者派遣契約を締結します。

(2) 契約先候補者と協議が調わない場合は、総合点が２番目に高かった者と改めて協議を行うこととします。

(3) 契約時に使用する契約約款については、市ホームページまたは契約課窓口（田無庁舎５階）にてご確認ください。

７　その他

　(1) 企画提案募集に係る経費は、提案者の負担とします。

　(2) 次に掲げる企画提案は無効とします。

　　①　所定の日時、場所に提示しなかったもの

　　②　同じ提案者が２以上の企画提案を提出したもの

　　③　企画提案募集に関する条件、指示事項に違反したもの

　　④　提出書類に虚偽の記載があるもの

　(3) 提出された企画提案書及びその添付書類は返却しません。なお、提出された企画提案書を、提出者に無断で使用することはありません。

Ⅰ　業務仕様・要求水準等説明書

　１　派遣人数　10名
２　就業日及び就業時間

　　　令和８年１月28日（水）から令和８年３月16日（月）（ただし、土日・祝日を除く）

　　　午前８時45分から午後４時45分（１時間の休憩を含む）

※　出張窓口の就業時間は、午前９時15分から受付終了までとする。
※　就業時間変更の可能性あり。変更の際は別途協議するものとする。

　３　日程及び配置人数
	業務・会場
	日　程
	配置人数

	田無庁舎市民税課
	１月28日（水）～２月13日（金）
	７～８名

	市内各所出張窓口

※１日１施設ずつ、市内６公共施設にて開催
	１月28日（水）～２月５日（木）（予定）
	３名

※１施設３名ずつローテーションでの配置を予定

	保谷庁舎臨時窓口
	２月12日（木）～３月９日（月）
	２名

	申告

会場
	田無庁舎会場
	２月16日（月）～３月16日（月）
	７～８名

	
	保谷庁舎会場
	３月10日（火）～３月16日（月）
	２～３名


４　派遣場所

(1) 田無庁舎市民税課、田無庁舎会場

西東京市役所　田無庁舎（西東京市南町五丁目６番13号）

(2) 保谷庁舎臨時窓口
西東京市役所　保谷東分庁舎（西東京市中町一丁目６番８号）
(3) 保谷庁舎会場

西東京市役所　防災・保谷保健福祉総合センター（西東京市中町一丁目５番１号）

(4) 市内各所出張窓口

  ① 下保谷福祉会館（西東京市下保谷四丁目３番20号）

　② 芝久保公民館（西東京市芝久保町五丁目４番48号）

③ 新町福祉会館（西東京市新町五丁目２番７号）

④ 住吉会館ルピナス（西東京市住吉町六丁目15番６号）

⑤ 柳沢公民館（西東京市柳沢一丁目15番１号）

⑥ ひばりが丘公民館（西東京市ひばりが丘二丁目３番４号）

　５　派遣労働者の行う業務内容

　　(1) 田無庁舎市民税課
　申告会場案内、申告書等配布、市民税・都民税申告書の収受等
(2) 市内各所出張窓口
①　市・都民税申告相談・記入指導・収受、作成済確定申告書の預かり

②　作成済申告書の記入漏れ確認、添付書類の確認等

　　　③　市民税・都民税申告書及び確定申告書用紙の配布
 (3) 保谷庁舎臨時窓口

①　市・都民税申告相談・記入指導・収受、作成済確定申告書の預かり

②　作成済申告書の記入漏れ確認、添付書類の確認等

　　　③　市民税・都民税申告書及び確定申告書用紙の配布
(4) 申告会場
いずれの会場も、土・日曜日、祝日を除き、時間は午前９時から午後５時まで開場
①　会場内整理業務
　　　　ⅰ）申告会場の利用案内
申告書収受（作成済の市民税・都民税申告書及び確定申告書の預かり）と相談（申告書作成に関する相談）の来場者の仕分け、相談内容の確認等
　　　　ⅱ）来場者の誘導・整理
相談内容の確認、相談の際の必要書類の準備、整理券の番号呼びかけ等
　　　　ⅲ）申告書用紙の配布
　　　　　　市民税・都民税申告書及び確定申告書用紙の会場内での配布

　　　②　会場窓口対応業務
ⅰ）整理券の発行
相談内容の確認、相談待ち人数の把握と職員への連絡、整理券の並び替え等
　　　　ⅱ）申告書類の収受
作成済申告書の記入漏れ確認、添付書類の確認等
　　　　ⅲ）パソコンコーナーでの操作補助
マニュアルを見ながら操作説明等
　　　　ⅳ）申告相談
　　　　　　市民税・都民税申告書の相談、記入指導、収受等

　　(5) その他、派遣場所で必要な事務　　　

市担当課で行う制度や会場運営等についての研修及び臨時窓口・出張窓口（市内公共施設で実施する市・都民税申告の相談・収受）での実地研修並びに申告会場の設営、会場運営に必要な消耗品の補充・管理、その他課税事務に関する作業（申告書の整理、給与支払報告書の確認等）
　６　派遣労働者に求められる条件

　　(1) 行政機関や民間企業において、接客・来客対応（外部からの電話対応業務も含む）等窓口業務の実務経験が３年程度ある者
　　(2) 年末調整事務など住民税・所得税に関連する業務経験のある者が望ましい。　　　

　７　派遣労働者からの苦情処理

　　　苦情の申出を受けたときは、市及び派遣元の密接な連携のもと、迅速かつ適切な処理を図るものとする。
　８　適正な就業の確保

　　(1) 派遣元は、派遣労働者に対し、適正な労務管理を行うとともに、市の指揮命令等に従って職場の秩序・規律・機密を守り、適正に業務に従事するように派遣労働者を教育、指導する。

　　(2) 市は、派遣労働者に対し、無断欠勤等勤務態度の悪化、就労の支障となる健康上の問題等を把握した場合には、すみやかに派遣元に通知するものとし、派遣元は、派遣労働者に対して適切な教育、指導を行う等、問題の改善に努めるものとする。

　　(3) 市は、当該派遣就業が適正かつ円滑に行われるようにするため、セクシャルハラスメントの防止等に配慮するとともに、市職員が通常使用している休憩室、食堂等の福利厚生施設で派遣労働者の利用が可能なものについては、便宜の供与に努める。
　９　業務災害等

　　　派遣就業に伴う派遣労働者の業務上の災害については、派遣元が労働基準法に定める使用者の災害補償責任及び労働者災害補償保険法に定める事業主の責任を負う。派遣労働者は、通勤災害等について、派遣元の加入する労働者災害補償保険により給付を受ける。
　10　派遣労働者の交替等

　　(1) 派遣労働者が就業するに当たり、遵守すべき市の業務処理方法、就業規律等に従わない場合、または業務処理の能率が著しく低く労働者派遣の目的を達しえない場合には、市は派遣元にその理由を示し、派遣労働者への指導、改善、派遣労働者の交替等の適切な措置を要請することができる。
　　(2) 派遣元は、前項の要請があった場合には、当該派遣就業への指導、改善、派遣労働者の交替等適切な措置を講ずるものとする。

　　(3) 派遣労働者の傷病その他、やむを得ない理由がある場合には、派遣元は市に通知して、派遣労働者を交替させることができる。

　11　派遣料金

　　(1) 市は、派遣元に対し、労働者派遣に対する対価として派遣料金（消費税は別途）を支払う。

　　(2) 派遣料金は、派遣労働者１人１時間あたりの単価契約とする。なお、単価には、通勤手当、労働者保険及び社会保険料、諸経費を含むものとする。

　　(3) 労働基準法に基づき、前項に定める時間単価に対する割増しが必要な場合は、次の区分に定める割合を乗じて得た額（1円未満の端数は切り捨てる。）を単価とする。
①　１日８時間又は１週40時間の法定労働時間を超えた超過勤務時間　100分の125
　　　②　１か月60時間を超える時間外労働は60時間を超えた超過勤務時間　100分の150
　　　③　国民の祝日に関する法律に規定する休日の勤務時間　100分の135
　　　④　深夜（午後10時から翌日午前５時）の場合は、上記①は100分の150、②は100分の175、③は100分の160
　　(4) 令和７年度労働者派遣契約に係る予算額は5,222,000円である。

　12　年次有給休暇
　　(1) 派遣元は、派遣労働者から年次有給休暇の申請があった場合には、原則として、市へ事前に通知するものとする。
　　(2) 市は、派遣労働者の年次有給休暇の取得に協力するものとする。ただし、通知された日の取得が業務の正常な運営に支障をきたすときは、市は派遣元にその具体的な事情を明示して、派遣元が当該派遣労働者に対し取得予定日を変更するように依頼すること又は必要な代替者の派遣を要求することができる。
　13　機密保持及び個人情報の保護
　　(1) 派遣元は、派遣業務の遂行により知り得た市の業務に関する機密事項を第三者に漏洩し、又は不正に利用すること等はしてはならず、派遣労働者にもこれを徹底、遵守させる責任を負う。
　　(2) 市は派遣労働者に対し、市の機密事項や機密管理の教育を行い、また、派遣元を通じて、派遣元宛に派遣労働者から守秘義務の履行に関する誓約書を提出させ、市の機密保持の確保を図る。

　　(3) 派遣業務の受託に当たっては、派遣元は個人情報の保護に関する法律の規定に従い、個人情報の保護に必要な措置を講じなければならない。

Ⅱ　企画提案書の作成要領
１　作成部数・作成様式
　　(1) 正本１部、副本５部（正本の表紙のみ事業者名を記載し、それ以外については事業者名が特定できないよう社名やロゴ等を使用しないこと。）
(2) 様式は自由とするが、Ａ４判、表紙を除き両面印刷16頁程度で作成すること。

２　提案書に記載する内容

提案書には、「評価基準（３頁参照）」に沿った形で作成するとともに、以下の点に留意して内容を記載すること。

(1) 派遣業務の実施体制

①　本業務を運用するにあたっての派遣労働者等の役割と体制を明記すること。
②　安定した業務運用を図るため、派遣労働者に対するフォローアップ体制を明記すること。
(2) 過去３年間の類似する業務の実績について、地方公共団体や一定規模以上の企業への実績を明記すること。
(3) 会社として特に設ける派遣労働者の安定就業のための相談窓口と、コンプライアンスのための組織的な取組があれば明記すること。
(4) 派遣労働者の選定について

①　派遣労働者の募集・人選の方法について明記すること。
②　派遣労働者が就業するまでに実施する研修について明記すること。
(5) 個人情報保護

①　個人情報保護について提案者の日常的な取組について明記すること。
②　本業務を実施するにあたり、個人情報の漏洩を防止するため実施する取組を記載すること。
(6) 本業務を正確・迅速に執行できる独自の企画案があれば明記すること。
(7) 見積額

①　１時間のあたりの単価を記載すること。
②　派遣料金には、交通費及び社会保険料等関連する全ての経費を含むものとする。
③　消費税及び地方消費税の扱いを明示すること。
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